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議第１６号 

   中津川市積立基金条例の一部改正について 

 中津川市積立基金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 森林環境譲与税基金を設置するため、この条例を定めようとする。 
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中津川市積立基金条例の一部を改正する条例 

中津川市積立基金条例（昭和５３年中津川市条例第１０号）の一部を次のように

改正する。 

第２条の表に次のように加える。 

森林環境譲与税基金 将来の森林整備等の事業

の資金に充てるため 

毎会計年度一般会計の歳入

歳出予算で定める額 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１７号 

   中津川市工場立地法に基づく準則を定める条例の制定について 

 中津川市工場立地法に基づく準則を定める条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 工場立地法で規定される緑地及び環境施設の面積割合を緩和し、企業の生産活動

を支援するため、この条例を定めようとする。 
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中津川市工場立地法に基づく準則を定める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。

）第４条の２第１項の規定に基づき、法第４条第１項の規定により公表された準

則に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語は、法、工場立地法施行規則（昭和４９年大蔵省、

厚生省、農林省、通商産業省、運輸省令第１号）及び都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）において使用する用語の例による。 

（区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第３条 この条例を適用する区域並びに当該区域における緑地及び環境施設のそれ

ぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表のとおりとする。 

区域 
緑地の面積の敷地面積

に対する割合 

環境施設の面積の敷地

面積に対する割合 

準工業地域 １００分の１０以上 １００分の１５以上

工業地域及び工業専用地域 １００分の５以上 １００分の１０以上

用途地域以外の地域 １００分の５以上 １００分の１０以上

２ 前項に規定する緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑地面積率」とい

う。）の算定において、緑地以外の環境施設を除く施設又は太陽光発電施設と重

複する土地及び建築物屋上等緑化施設については、敷地面積に緑地面積率を乗じ

て得た面積の１００分の５０に相当する数値を上限として緑地の面積に算入する

ことができるものとする。 

（特定工場の敷地が２以上の区域にわたる場合の適用） 

第４条 特定工場の敷地が前条第１項の表に掲げる準工業地域、工業地域、用途地

域以外の地域又はこれらの区域以外の区域（以下「その他区域」という。）のう

ち２以上の区域にわたる場合において、同表に掲げるいずれかの区域の敷地割合
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（当該敷地のうちそれぞれの区域に属する部分の面積の敷地面積に対する割合を

いう。以下同じ。）が最も高い場合にあっては当該敷地の全部について同表の当

該区域の項の規定を適用し、その他区域の敷地割合が最も高い場合にあっては当

該敷地の全部について同表の規定を適用しない。 

（特定工場の敷地が隣接する地方公共団体の区域にわたる場合の適用） 

第５条 特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたる場合におけ

るこの条例の規定の適用については、市長が当該地方公共団体の長と協議して定

める。 

（環境施設の配置における周辺の地域への配慮） 

第６条 特定工場における環境施設の配置は、当該工場の周辺地域の土地の利用状況

等を勘案し、その地域の生活環境の保持に最も寄与するように行うものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 昭和４９年６月２８日までに設置され、又は設置のための工事が行われた特定

工場において生産施設の面積の変更（生産施設の面積の減少に係る変更を除く。

）が行われるときは、第３条の規定にかかわらず、工場立地に関する準則（平成

１０年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省告示第１号。以下「法

準則」という。）備考１の二及び三並びに備考３の規定を準用する。この場合に

おいて、法準則備考１の二中「０．２」とあるのは、準工業地域にあっては「０

．１」と、工業地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．０５」と、法準則

備考１の三中「０．２５」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１５」と、

工業地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．１」と、法準則備考３の一中

「０．２」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１」と、工業地域及び用途

地域以外の地域にあっては「０．０５」と、法準則備考３の二中「０．２５」と

あるのは、準工業地域にあっては「０．１５」と、工業地域及び用途地域以外の

地域にあっては「０．１」と読み替えるものとする。 
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議第１８号 

   中津川市印鑑条例の一部改正について 

中津川市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

印鑑登録証明事務処理要領の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 

-9-



中津川市印鑑条例の一部を改正する条例 

中津川市印鑑条例（昭和５１年中津川市条例第１７号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２項第２号を次のように改める。 

(２) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

第６条第１項第６号中「記録」を「記載が」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１９号 

中津川市手数料条例の一部改正について 

中津川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

提 案 説 明 

 通知カードの廃止及び住民基本台帳法の一部改正に伴い、並びに地方公共団体の

手数料の標準に関する政令に準じるため、この条例を定めようとする。 
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(４) 法第２０条第

１項、第３項又は

第４項の規定に基

づく戸籍の附票の

写しの交付 

戸籍の附票

の写し交付

手数料 

１通につ

き 

３００円

(４) 法第１５条

の４第１項の規

定に基づく除票

の写し又は除票

記載事項証明書

の交付 

除票の写し等交

付手数料 

１通につき ３００円

(５) 法第２０条

第１項、第３項

又は第４項の規

定に基づく戸籍

の附票の写しの

交付 

戸籍の附票の写

し交付手数料 

１通につき ３００円

(６) 法第２１条

の３第１項の規

定に基づく戸籍

の附票の除票の

写しの交付 

戸籍の附票の除

票の写し交付手

数料 

１通につき ３００円

中津川市手数料条例の一部を改正する条例 

中津川市手数料条例（平成１２年中津川市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

      「 

別表２の項中                              

                                   」 

「                                    

を                                に改め、 

                               」 
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３ 行政手続

における特

定の個人を

識別するた

めの番号の

利用等に関

する法律の

規定による

通知カード

及び個人番

号カード並

びに情報提

供ネットワ

ークシステ

ムによる特

定個人情報

の提供等に

関する省令

（平成２６

年総務省令

第８５号。

以下この項

に お い て

「省令」と

いう。）の

施行に関す

る事務 

(１) 省令第

１１条の規

定に基づく

通知カード

の 再 交 付

（通知カー

ドの追記欄

の余白が無

くなったと

き又は市長

が特に必要

と認める場

合を除く。 

） 

通知カ

ードの

再交付

手数料 

１枚に

つき 

５００円

(２) 省令第

２８条の規

定に基づく

個人番号カ

ードの再交

付（個人番

号カードの

追記欄の余

白が無くな

ったとき又

は市長が特

に必要と認

める場合を

除く。） 

個人番

号カー

ドの再

交付手

数料 

１枚に

つき 

８００円

      「 

同表３の項中                               

                                    」 
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３ 行政手続

における特

定の個人を

識別するた

めの番号の

利用等に関

する法律の

規定による

通知カード

及び個人番

号カード並

びに情報提

供ネットワ

ークシステ

ムによる特

定個人情報

の提供等に

関する省令

（平成２６

年総務省令

第８５号。

以下この項

に お い て

「省令」と

いう。）の

施行に関す

る事務 

 省令第２８

条の規定に基

づく個人番号

カードの再交

付（個人番号

カードの追記

欄の余白が無

くなったとき

又は市長が特

に必要と認め

る場合を除

く。） 

個人番

号カー

ドの再

交付手

数料 

１枚に

つき 

８００円

 「                                  

を                               に改め、 

                               」 

同表４の項中「６５０円」を「７５０円」に改める。     
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表３の項の改正規定は、情報通

信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素

化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第６号に掲げる日又

は公布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議第２０号 

   中津川市老人福祉施設等の設置等に関する条例の一部改正について 

中津川市老人福祉施設等の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 老人福祉施設の３施設を用途廃止するため、この条例を定めようとする。 
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中津川市付知

東ふれあいセ

ンター 

デイルーム（Ａ） 440円／回１回は４時間ま

でとし、４時間

以上は２回とす

る。 

冷暖房使用料

は、室使用料の

１０分の５に相

当する額とす

る。 

デイルーム（Ｂ） 440円／回

談話室 220円／回

中津川市付知

南ふれあいセ

ンター 

調理室 440円／回

中津川市付知

北ふれあいセ

ンター 

中津川市福岡

健康増進施設

ほっとサロン 

浴場（介護浴室含む。）及び

運動浴槽 

小学生未満は、

浴場及び運動浴

槽を無料とし、

小学生又は中学

生は220円とす

る。 

440円／回

回数券 4,400円

（11回分）

10,000円

（33回分）

中津川市福岡

健康増進施設

ほっとサロン 

浴場（介護浴室含む。）及び

運動浴槽 

小学生未満は、

浴場及び運動浴

槽を無料とし、

小学生又は中学

生は220円とす

る。 

440円／回

回数券 4,400円

（11回分）

10,000円

（33回分）

中津川市老人福祉施設等の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 中津川市老人福祉施設等の設置等に関する条例（平成１７年中津川市条例第２２

号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の表中津川市付知東ふれあいセンターの項から中津川市付知北ふれあい

センターの項までを削る。 

    「   

別表中                                を 

                                   」 

「          

                               に改める。 
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小学生又は中学

生は220円とす

る。 

回数券 4,400円

（11回分）

10,000円

（33回分）

                              」 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２１号 

   中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

 中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、この条例を定

めようとする。 

-19-



中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

中津川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年中津川市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」に、「第１６条」を「第

１６条第１項」に改める。 

第６条中「第７条第１項」を「次条第１項」に、「並びに」を「、」に改め、「

第３項まで」の次に「並びに附則第３条」を加え、同条第２号中「いう。」の次に

「以下この条において同じ。」を加え、同条に次の４項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと

認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(１) 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(２) 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。 

(１) 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号

において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育

が提供される場合 第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保

育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ

型事業者等」という。） 

(２) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案し

て小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市長が認める者 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととする

ことができる。 
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５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施

設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、

市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者と

して適切に確保しなければならない。 

(１) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５９条の２第１項の

規定による助成を受けている者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定

する業務を目的とするものに限る。） 

(２) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施

設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼

児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

第１６条第２項に次の１号を加える。 

(４) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のう

ち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養

面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢

及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー

等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時

機に適切に応じることができる者として市長が適当と認めるもの（家庭的保育

事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を行う場所（第２３条第２項に規

定する家庭的保育者の居宅に限る。）において家庭的保育事業を行う場合に限

る。） 

第３７条第２号中「（平成２４年法律第６５号）」を削る。 

第４５条中「第６条第１号」を「第６条第１項第１号」に改め、同条に次の１項

を加える。 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６条の３第１２項第２号に規

定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第３条において

「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第６条第１項本文

の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

附則第２条中「行う者」の次に「（次項において「施設等」という。）」を加え

、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的保育事業の認可を得た施設等につ
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いては、施行日から起算して１０年を経過する日までの間は、第１５条、第２２

条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第２３条第１項本文（調理員に係

る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。この場合において、当該

施設等は、利用乳幼児への食事の提供を家庭的保育事業所等内で調理する方法（

第１０条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねて

いる他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により行う

ために必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

附則第３条中「事業者等」の次に「（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。

）」を加え、「第６条本文」を「第６条第１項本文」に、「５年」を「１０年」に

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第２２号 

   中津川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

 中津川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

中津川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年中津川市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第３７条第１項中「Ａ型をいう。」の次に「第４２条第３項第１号において同じ

。」を、「Ｂ型をいう。」の次に「第４２条第３項第１号において同じ。」を加え

る。 

第４２条第１項中「この項」を「以下この項から第５項まで」に改め、同項第２

号中「いう。」の次に「以下この条において同じ。」を加え、同条中第４項を第９

項とし、同条第３項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により定める利

用定員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定により定める利用定員が

２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者」に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項第

２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第４条

において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第１項本

文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

第４２条第２項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を同条第６項とし

、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たす

と認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(１) 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者

との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(２) 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支

障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなければならない。 
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(１) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（

次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替

保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は

事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」と

いう。） 

(２) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案し

て小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市長が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととす

ることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に

規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）

であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。 

(１) 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（

児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

(２) 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に

規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に規定

する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公

共団体の補助を受けているもの 

附則第４条中「事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）

」を加え、「５年」を「１０年」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第２３号 

中津川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

中津川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  

提 案 説 明 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、この条

例を定めようとする。 
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中津川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

中津川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年中津川市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第１０条に次の１項を加える。 

６ 第２項の規定にかかわらず、市長が放課後児童健全育成事業の運営を適切に行

うことができると特に認める場合は、放課後児童支援員の数を１人とすることが

できる。 

附則第２条中「平成３２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２４号 

中津川市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

中津川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  

提 案 説 明 

中津川市新公立病院改革プランに基づき、病院機能を再編するため、この条例を定め

ようとする。 
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「 

(５) 泌尿器科 

(６) 耳鼻いんこう科 

」 

第２条第２項の表中津川市国民健康保険坂下診療所の項中 

中津川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

中津川市病院事業の設置等に関する条例（昭和４２年中津川市条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

を削る。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２５号 

中津川市火葬場の設置等に関する条例の一部改正について 

中津川市火葬場の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 火葬場の使用料を改定するため、この条例を定めようとする。 
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中津川市火葬場の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

中津川市火葬場の設置等に関する条例（昭和３９年中津川市条例第１０号）の一

部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１０割」を「３０割」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の中津川市火葬場の設置等に関する条例の規定は、施行

日以後の使用に係る使用料について適用し、施行日前の使用に係る使用料につい

ては、なお従前の例による。 
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議第２６号 

中津川市国民健康保険条例の一部改正について 

中津川市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  

提 案 説 明 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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中津川市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

中津川市国民健康保険条例（昭和３４年中津川市条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１７条の６中「６１万円」を「６３万円」に改める。 

第１７条の１２中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

第２１条第１項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同項第２号中「２８万円

」を「２８万５千円」に改め、同項第３号中「５１万円」を「５２万円」に改め、

同条第３項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「６１万円」を「

６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の中津川市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例

による。 
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議第２７号 

   中津川市消防本部消防手数料条例の一部改正について 

中津川市消防本部消防手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するも

のとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 危険物製造所等の完成検査済証の再交付に係る手数料を定めるため、及び地方公

共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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９ 法第１１条第

１項前段の規定

に基づく危険物

の製造所、貯蔵

所又は取扱所の

設置の許可に係

る許可書及び同

項後段の規定に

基づく危険物の

製造所、貯蔵所

又は取扱所の位

置置、構造又は

設備の変更の許

可に係る許可書

の再交付に関す

る事務 

法第１１条第１

項前段の規定に

基づく危険物の

製造所、貯蔵所

又は取扱所の設

置の許可に係る

許可書及び同項

後段の規定に基

づく危険物の製

造所、貯蔵所又

は取扱所の位

置、構造又は設

備の変更の許可

に係る許可書の

再交付 

危険物製造

所等設置・

変更許可書

再交付手数

料 

３００円 

９ 法第１１条第

１項の規定に基

づく危険物の製

造所、貯蔵所又

は取扱所の設置

又は変更の許可

に係る許可書及

び同条第５項の

規定に基づく危

険物の製造所、

貯蔵所又は取扱

法第１１条第１

項の規定に基づ

く危険物の製造

所、貯蔵所又は

取扱所の設置又

は変更の許可に

係る許可書及び

同条第５項の規

定に基づく危険

物の製造所、貯

蔵所又は取扱所

危険物製造

所等設置・

変更許可書

及び完成検

査済証再交

付手数料 

３００円 

中津川市消防本部消防手数料条例の一部を改正する条例 

中津川市消防本部消防手数料条例（平成１２年中津川市条例第４号）の一部を次

のように改正する。 

    「 

 別表中       

                                    」 

 「 

を                                 に改め 
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に係る許可書及

び同条第５項の

規定に基づく危

険物の製造所、

貯蔵所又は取扱

所の完成検査に

係る完成検査済

証の再交付に関

する事務 

係る許可書及び

同条第５項の規

定に基づく危険

物の製造所、貯

蔵所又は取扱所

の完成検査に係

る完成検査済証

の再交付 

                                 」 

、同表１１の部８の項中「又は圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器」を「、圧縮天

然ガス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃料装置用容器」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２８号 

   中津川市消防団条例の一部改正について 

 中津川市消防団条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

   提 案 説 明 

 消防団員の定員及び手当の額の変更並びに団員に支給する手当から共助会費を控

除するため、この条例を定めようとする。 
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中津川市消防団条例の一部を改正する条例 

中津川市消防団条例（昭和２８年中津川市条例第１７号）の一部を次のように改

正する。 

第５条第１項中「１，９３８人」を「１，８２８人」に改め、同条第２項中「２

５０人」を「３００人」に改める。 

第２０条を第２１条とし、第１９条を第２０条とし、第１８条を第１９条とし、

第１７条の次に次の１条を加える。 

（手当の控除） 

第１８条 中津川市消防団員共助会費は、団員に手当を支給する際に、当該手当か

ら控除することができるものとする。 

別表中「２４，０００円」を「２５，０００円」に、「２０，０００円」を「２

３，０００円」に、「１，１００円」を「１，６００円」に改め、「１日を１回の

単位とし、」を削る。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第２９号 

中津川市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により、次の者を

中津川市公平委員会委員に選任したいので、議会の同意を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

住    所 氏  名 

名古屋市緑区 馬場 啓子 
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議第３０号 

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、次の者を人

権擁護委員候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

住    所 氏  名 

中津川市阿木 三宅 秀雄 
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議第３１号 

事務の委託に関する規約の一部改正に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定により、

多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一部を

改正する規約を次のように制定することについて、同条第３項において準用する同

法第２５２条の２の２第３項の規定に基づき議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  
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多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の

一部を改正する規約 

多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成

２６年中津川市告示第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項に規定

する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に「及び同法第

２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、同法第２１条第２項

の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第３２号 

事務の委託に関する規約の一部改正に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定により、

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一部を改

正する規約を次のように制定することについて、同条第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定に基づき議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  

-43-



中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一

部を改正する規約 

中津川市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２

６年中津川市告示第１２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項に規定

する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に「及び同法第

２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、同法第２１条第２項

の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第３３号 

事務の委託に関する規約の一部改正に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定により、

中津川市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一部を改

正する規約を次のように制定することについて、同条第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定に基づき議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  
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中津川市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一

部を改正する規約 

中津川市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２

６年中津川市告示第１３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項に規定

する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に「及び同法第

２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、同法第２１条第２項

の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第３４号 

事務の委託に関する規約の一部改正に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定により、

中津川市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一部を改

正する規約を次のように制定することについて、同条第３項において準用する同法

第２５２条の２の２第３項の規定に基づき議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児  
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中津川市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約の一

部を改正する規約 

中津川市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託に関する規約（平成２

６年中津川市告示第１４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号ア中「住民票の写し」の次に「及び同法第１５条の４第１項に規定

する除票の写し」を加え、同条第２号ア中「調製されたもの」の次に「及び同法第

２１条の３第１項に規定する戸籍の附票の除票の写しのうち、同法第２１条第２項

の規定により調製されたもの」を加える。 

附 則 

この規約は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第３５号 

   財産の無償譲渡について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、次のとお

り財産を無償譲渡したいので、議会の議決を求める。 

  令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

１ 譲渡財産 

設 備 中津川市情報通信ネットワーク整備事業で構築した 

光ファイバケーブル設備及び付属設備 

地 区 中津川市落合地区 

中津川市神坂地区 

中津川市坂下地区 

中津川市山口地区 

２ 譲渡の相手方  岐阜県岐阜市梅ヶ枝町二丁目３１番地 

          西日本電信電話株式会社 岐阜支店 

          支店長 徳升 良弘 
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議第３６号 

   工事請負変更契約の締結について 

 中津川市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年

中津川市条例第３号）第２条の規定により、次のとおり工事請負変更契約を締結したいの

で、議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 

１ 契約の目的   坂本２９０号線道路改良工事（第３工区） 

２ 契約の方法   指名競争入札 

３ 契 約 金 額   変更前 １８０，３６０，０００円 

変更後 １９８，８０８，１００円 

４ 契約の相手方   中津川市千旦林１５８５番地の１９ 

株式会社 加藤工務店 

代表取締役 加藤 政太郎 
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議第３７号 

矢平辺地に係る総合整備計画について 

矢平辺地に係る総合整備計画を別添のとおり策定したいので、辺地に係る公共的施設の

総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第

１項の規定により、議会の議決を求める。 

令和２年２月２７日提出 

中津川市長 青 山 節 児 
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矢平辺地に係る総合整備計画 

（令和 2年度～令和 6年度） 

岐 阜 県 中 津 川 市 



様式３ 

総 合 整 備 計 画 書

(第  次変更) 

               岐 阜 県 中 津 川 市 矢 平 辺 地 

(辺地の人口６６人 面積５ .１Ｋ㎡) 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称

中津川市田瀬字 矢平、三会、野頭 

(2)地域の中心の位置 中津川市田瀬字矢平 1459 番地１ 

(3)辺地度点数     １３１点 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

矢平辺地は、中津川市福岡地区の最北端、JR 中津川駅からは 22km に位置し、国道 256 号

を枝分かれした市道に沿って家屋が点在しています。当地域では、学校施設、公共施設、医

療施設などにも遠いため、日常生活には自動車が欠かせません。 

小学生、中学生の安全な通学を確保するために、スクールバスの整備を行い、利便性の向

上を図ります。 

３ 公共的施設の整備計画 

  令和２年度から令和６年度まで ５年間 

(単位 千円) 

            区 分

事業主体名 事業費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額特定財源 一般財源 施設名 

通学施設 中津川市 

（    ） 

16,832 3,710 13,122 13,100 

合   計 

（    ） 

16,832 3,710 13,122 13,100 

  (注) (  )は全体事業費 

  当 初 計 画 策 定           令和  年  月  日 

  第１次変更計画策定  令和  年  月  日 

  第２次変更計画策定  令和  年  月  日


